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本報告書は、文部科学省の初等中等教育等振興事業委託費による委託事業

として、国立大学法人 静岡大学が実施した平成 26 年度「総合的な教師力向

上のための調査研究事業」の成果を取りまとめたものです。 
 したがって、本報告書の複製、転載、引用等には文部科学省の承認手続が必

要です。 
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はじめに 

 

静岡大学大学院教育学研究科は、教職大学院（教育実践高度化専攻）と教員養成・研修

高度化推進センターが中心となり、平成 26 年度に「学校のニューリーダーを育てる短期

導入プログラムの開発的研究」というテーマで、本プロジェクトに取り組みました。この

度その報告書が完成しましたので、関係大学・機関等のみなさんにお届けします。 

 

こんにち、「養成＝大学、採用・研修＝教委」という棲み分け論を脱して、国立教員養

成大学学部／大学院は、教員養成の高度化のための「養成・研修統合型システムの構築」

を推進するビジョンと戦略、及び組織論を持つ必要があります。特に、大学／大学院とし

て組織的に対象としてこなかった研修段階を組み入れたシステム構築は、独自に検討すべ

き重要な課題です。 

2012 年中教審答申でその大枠を確認しておくと、「A 初任段階」は、(1)初任者研修の

高度化、(2)若手教員の支援と高度化の仕組みの構築、「B 現職段階及び管理職の段階」は、

(1)教育委員会と大学との連携・協働による現職研修のプログラム化・単位化の推進、(2)

管理職段階は、「マネジメント力を有する管理職の職能開発のシステム化の推進」と整理

しています。 

 

本学／大学院は、以上の課題に取り組むために、平成 26 年 4 月に「教員養成・研修高

度化推進センター」を設置し、まずは静岡県下 35 市町の教育長に研修等に関するヒアリ

ング調査を行いました。その結果、30 代・40 代の中堅教員が非常に少ない中で、①主体

的に管理職を目指す意志を醸成すること、②学校マネジメント力の向上意識を高めること、

③（教職大学院入学で）勤務校を離れることの懸念に対応する必要があること、等が明ら

かとなりました。教職大学院（教育実践高度化専攻）と教員養成・研修高度化推進センタ

ーと致しましては、これらの課題に対応していく必要性を強く自覚したところです。 

 

そこで、本プログラムは、上記の B の(2)「マネジメント力を有する管理職の職能開発の

システム化の推進」に焦点をあてた取り組みとしました。今後の学校環境の変化と管理職

登用年齢の若年化を念頭に、「中堅教員が将来的に学校管理職等、ニューリーダーとして

の役割を担うために必要なマネジメントの力量向上を継続的に図っていくプログラム開

発」を目的としています。言い換えれば、①～③の課題を解決し、中堅教員が教職キャリ

アとして主体的に管理職の道を選択できるよう、マネジメント力量向上の意識を高めるた

めの導入プログラムの開発・実施を試みたものです。その成果と課題については、報告書

の内容をご覧いただければ幸いです。 
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本プロジェクトは、平成 26 年度文部科学省「総合的な教師力向上のための調査研究事

業」のテーマ課題(4)「管理職を養成する仕組みの確立」において採択されました。また、

本プロジェクトの実施につきまして、静岡県教育委員会や県内の市町教育委員会等にご協

力をいただきましたことに深く感謝致します。 

本報告書が、全国、そして県内において、「教員養成・研修統合型」の教師教育システ

ム及び「学校ニューリーダー育成」の先進的な仕組みを構築するための参考資料となるこ

とを願います。また、みなさんの忌憚ないご講評を寄せていただければ幸いです。 

  

   2015（平成 27）年 3 月 

静岡大学教育学部長／大学院教育学研究科長 

梅 澤  収 
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第１章 本プログラムの趣旨および目的・方法  

 

１ 本プログラムの背景と趣旨 

（1）課題認識 

本教育学研究科は、教員養成の高度化を目指し、平成 26 年 4 月に「教員養成・研修高度

化推進センター」を発足させた。ここでは、平成 24 年 8 月 28 日中教審答申「教職生活の

全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」等が提唱しているように、大

学・教育委員会・学校が連携を図りながら、より高い水準の実践的な専門性を持った教員

を育成することを目的としている。「教員養成・研修高度化推進センター」の発足に伴い、

市町教育委員会における管理職養成研修のニーズを把握するために、静岡県下 35 市町の教

育長にヒアリング調査を実施し、以下の 3 つが喫緊の課題として抽出された1。 

 

① 管理職候補者の育成・確保 

現在、静岡県における管理職養成のための研修として、静岡県総合教育センターや市町

教育委員会が実施しているマネジメント研修が大きな役割を担っている。マネジメント研

修は管理職としての適性があると判断された者が校長の推薦を受けて受講している。その

ため、実務的な内容が多く即効性は期待できるが、主体的に管理職を目指すことの醸成に

は必ずしもつながらない。30 代・40 代教員が非常に少ない中で、教職キャリアとして管理

職を志す人材をいかに確保し、育成をはかっていくかが課題である。 

 

② 教職大学院におけるマネジメント力育成 

静岡県下の 2 つの教職大学院では、学校経営コースを中心にマネジメントの力量向上を

念頭に置いた研修を行っている。教職大学院には 30 代・40 代の中堅教員が校長の推薦を通

じて教育委員会から派遣されているが、入学時点では教科指導や生徒指導の力量向上に関

心が寄せられており、マネジメント力量向上の意識が相対的に低い。教職大学院に入学す

る前からマネジメントの力量向上に関心を持たせることが必要である。 

 

③ 教職大学院派遣のあり方 

 本学教職大学院では 2 年間、勤務校から離れて研修を行うため、中堅教員のマネジメン

トの力量向上に教職大学院派遣が有効であることを認識しつつも、優秀な人材が勤務校を

離れることに懸念を示す教育委員会も一定程度存在することが明らかとなった。 

 

以上、中堅教員が主体的に管理職の道を選択できるよう、マネジメント力量向上の意識

を高めるための導入プログラムを開発・実施することが有効であると考えられる。 

                                                   
1 日本教育行政学会第 49 回大会（2014 年 10 月 11 日、東京学芸大学）で調査結果の一部

について研究発表を行った。詳しくは章末資料を参照のこと。 
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（2）これまでの取り組み 

これまでに、静岡大学は、以下の委託事業を受けて教育委員会と連携しながら研修プロ

グラムのモデルを提案してきた。 

A.教員養成の高度化に対する管理職層の意識調査 

平成 23 年度文部科学省委託事業『養成・研修統合型の教職支援システム構築のため

の基礎調査－教員養成の高度化に対する管理職層の意識調査－報告書』 

B.静岡県総合教育センターとの連携による学校改革力育成プログラムの開発 

（独）教員研修センター平成24年度教員研修モデルカリキュラム開発プログラム 『教

育センターと教職大学院との連携による学校改革力育成プログラム報告書』 

C.静岡県総合教育センターとの連携による教員研修モデルの開発 

（独）教員研修センター平成25年度教員研修モデルカリキュラム開発プログラム 『教

育センターと教職大学院との連携による学校改革力育成プログラム（継続プログラム）

報告書』 

今後、管理職養成の研修プログラムを開発するにあたっては、①市町教育委員会との連

携を強化すること、②大学が市町教育委員会へ出向いて研修を行うこと、③30 代後半から

40 代前半の教員にマネジメント意識を涵養させる研修を行うこと、が強く認識された。 

 

 
図 1 教職支援提案モデル（教職大学院直結タイプ）と本導入プログラムの位置づけ 

本導入プログラム 
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２ 本プログラムの目的と方法 

（1）目的 

本調査研究は、今後の学校環境の変化と管理職登用年齢の若年化を念頭に、中堅教員が

将来的に学校管理職等、ニューリーダーとしての役割を担うために必要なマネジメントの

力量向上を継続的に図っていくためのプログラムを開発することを目的とする。 

 

（2）方法 

 本調査研究は、本研究の趣旨に適合する管理職研修プログラムを開発、実施し、その効

果を研修直後と数ヶ月後に分けて調査を行った上で、管理職研修プログラムを再開発する

手順で進めていく。 

 

（3）実施体制 

本プログラムを実施するにあたり、「教員養成・研修高度化推進センター」に、A.研修実

施班、 B.調査分析班、C.連絡調整班から構成されるプロジェクトチームを発足させる。ま

た、静岡県教育員会及び市町教育委員会との連絡・調整については、本学の職名である学

術研究員として新たに雇用する 2 名の学術研究員が担当する（【図 1】を参照）。 

 本プログラムは班ごとに活動を行うが、定期的に会議を開催することで情報を共有する。

また、最終的にはチーム全体でマネジメント力量向上をはかる管理職研修プログラムの再

開発を進める。 

 

図 2 調査研究の取り組み・概念図 
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化に向けた大学・教育委員会の連携―静岡県市町教育長インタビューによる調査研究―」

（日本教育行政学会第 49 回大会、於東京学芸大学）、2014 年 10 月 11 日 
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1

○島田桂吾（静岡大学）
○梅澤 収（静岡大学）
○武井敦史（静岡大学）
○中村美智太郎（静岡大学）
亘理陽一（静岡大学)
林 剛史（静岡県教育委員会）

教員養成・研修高度化に向けた
大学・教育委員会の連携

―静岡県市町教育長インタビューによる調査研究―

日本教育行政学会 第49回大会 2014.10.11. 於東京学芸大学

2

■ 報告の内容

１．本報告の背景と報告の目的（島田）
２．静岡大学のこれまでの取り組み
（１）静岡大学の教員養成・教員研修の現状（梅澤）
（２）教員養成・研修高度化推進センターの設置（梅澤）
（３）教育委員会と連携した調査研究（武井）

３．インタビュー調査分析
（１）調査概要（島田）
（２）ニーズ調査分析（島田）
（３）自由記述分析（中村）

４ 今後の展望と課題（武井）

3

１．本報告の背景と報告の目的
（１）教員養成・研修高度化の政策的背景

「教職生活全体を通じて、教員相互の実践的指導力等を高める」
中央教育審議会答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策
について」（平成24年8月28日）

「教育委員会と大学との連携・協働により，修士レベル化を想定し
つつ養成・採用・研修の各段階を通じた一体的な改革」

第２期教育振興基本計画（平成25年6月）

報告の目的・・・・・大学が行う教員養成・研修に関して、市町教育
委員会のニーズを分析することで、大学と教育委員会の連携のあ
り方に関して示唆を得ること

4

（１）教員養成・研修高度化推進センターの設置
２．静岡大学のこれまでの取り組み

①センターの概要

5

（２）教員養成・研修高度化推進センターの機能
②センターの機能

6静岡大学ミッションの再定義： 常設の諮問会議

③センターの位置付け

11
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7

＊教員養成高度化に対する意識と制度課題

平成23年度文部科学省委託事業
養成・研修統合型の教職支援システム構築のための基礎調査
－教員養成の高度化に対する管理職層の意識調査－

（独）教員研修センター平成２４年度教員研修モデルカリキュラム開発プログラム

教育センターと教職大学院との連携による
学校改革力育成プログラム

（独）教員研修センター平成２４年度教員研修モデルカリキュラム開発プログラム

教育センターと教職大学院との連携による
学校改革力育成プログラム(継続発展)

＊教育センターと大学の連携プログラムの開発

（２）教育委員会と連携した調査研究

①これまでの経緯

8

②平成23年度
養成・研修統合型の教職支援システム構築のための基礎調査

9

教職支援提案モデル（教職大学院直結タイプ）

10

③平成2４年度
教育センターと教職大学院との連携による学校改革力育成プログラム

11 12

④平成25年度
教育センターと教職大学院との連携による学校改革力育成プログラム

（継続発展）

12
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13 14

①派遣院生のニーズと入学領域にズレが見られる
静岡大学教職大学院は、A.組織開発領域B.教育方法領
域C.生徒指導領域D.特別支援領域に分かれているが、領
域の選び方は派遣元の市町教委によって異なる。

②市町教育委員会や学校との組織的な連携が薄い
個人的なつながりで市町教委や学校と連携してきたが、
組織としての連携は行われてこなかった。

③市町教育委員会のニーズを把握していない
これまでは、主に県教委と連携して調査研究を進めてき
たが、市町教育委員会が教員養成や教員研修にどのよう
な考えを持っているのかを把握したことがなかった。

（３）これまで認識された課題

15

①趣旨
教員養成・研修及び大学と教育委員会の連携に関して、
市町教育委員会のニーズを分析することで、大学と教育
委員会の連携のあり方に関して示唆を得る。
②対象
静岡県内全35市町の教育長
※下田市と袋井市は教育長が急な公務のため、学校教育課長に対応してもらった。

③方法
質問項目を事前に教育委員会へ送付し、教員養成・研修
高度化推進センター所属の教員が各市町教育委員会へ
出向いてインタビューを実施した。
④実施時期
2014年４月～７月。

３．インタビュー調査
（１）調査概要

16

（２）単純集計
１．大学に期待するリーダー養成段階の分野

・「授業開発リーダー」と「特別支援リーダー」のニーズは高い
・「組織開発リーダー」は「ニーズは高い」と「どちらともいえない」が
やや多く、意見が割れていることが看守される。

17

２．大学に期待する教員養成段階の分野

・もっともニーズが高いのは「授業・学級スキル」
⇒教科専門知識は、特に小学校だとそこまで求めていない
・「卒業生フォロー」はイメージが伝わり切れていない可能生あり。

18

３．大学に期待する学校・教育委員会との協働

・「各種研修への協力」のニーズは高い
⇒大学教員が学校や教育委員会へ出向くことを求めている
・「教育行政への参画」は「きわめてニーズが高い」ところと「どちらと
もいえない」がやや拮抗しており、意見が割れていると考えられる。

13
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19

（３）計量分析
１．各項目の相関分析

表１ 相関分析

授業改善
リーダー

生徒指導
リーダー

特別支援
リーダー

教科専門知
識

授業・学級
経営スキル

卒業生への
フォロー

各種研修へ
の協力

更新講習の
協働

教育行政へ
の参画

組織開発リーダー -.361* .094 .142 -.029 .061 -.042 .366* .157 .188

授業改善リーダー .273 -.043 .382* .241 -.015 -.121 -.077 -.380*

生徒指導リーダー .302 .624** .239 .145 .043 .451** .152

特別支援リーダー .384* -.163 .398* .371* .204 .433**

教科専門知識 .438** .101 .316 .262 -.060

授業・学級経営スキ
ル

.085 .034 .102 -.374*

卒業生へのフォロー .105 -.032 .180

各種研修への協力 -.028 .157

更新講習の協働 .136

*. 相関係数は 5% 水準で有意 (両側)

**. 相関係数は 1% 水準で有意 (両側)

20

（３）計量分析
１．相関分析の結果

正の相関 負の相関

組織開発リーダーと研修協力 組織開発リーダーと授業改善リーダー

授業改善リーダーと教科専門知識 授業改善リーダーと組織開発リーダー
授業改善リーダーと教育行政への参画

生徒指導リーダーと教科専門知識・講習
支援

特別支援リーダーと教科専門知識・卒業
生フォロー・行政参画

経営リーダーと教育リーダーという相互独立した二つの志向性
教育活動の側方支援が求められている生徒指導リーダー
専門職志向の強い特別支援リーダー

21

２．主成分分析
表２ 説明された分散の合計 表３ 抽出された因子

・質問項目10項目を主成分分析にかけて２以上の因子を抽出
⇒２因子が抽出された

・これだけでは因子の解釈が難しいため、第１因子と第２因子の散
布図を作成してみる。

合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 %

1 2.539 25.387 25.387 2.539 25.387 25.387

2 2.162 21.619 47.006 2.162 21.619 47.006

3 1.292 12.922 59.928

4 1.195 11.950 71.878

5 .876 8.760 80.638

6 .554 5.536 86.175

7 .509 5.087 91.261

8 .366 3.657 94.918

9 .331 3.308 98.226

10 .177 1.774 100.000

成分

初期の固有値 抽出後の負荷量平方和

因子抽出法: 主成分分析

1 2

組織開発リーダー .248 .458

授業改善リーダー .172 -.744

生徒指導リーダー .771 -.237

特別支援リーダー .683 .407

教科専門知識 .797 -.403

授業・学級経営スキル .305 -.597

卒業生へのフォロー .363 .165

各種研修への協力 .446 .328

更新講習の協働 .498 .020

教育行政への参画 .283 .724

成分

因子抽出法: 主成分分析

22

２．主成分分析
表４ 第１因子と第２因子の散布図

・第１因子は「連携志向」と「自立志向」の軸と解釈できる
・第２因子は「経営重視」と「授業重視」の軸と解釈できる

連携志向自立志向

経営重視

授業重視

23

３．クラスター分析

主成分分析によって抽出され
た２因子について、ward法に
よる階層クラスター分析を行っ
た結果、３つのクラスターに分
かれた。

24

第１因子と第２因子の散布図のグループ化

・「授業向上志向タイプ」「経営向上志向タイプ」と「自立志向タイプ」
の３つに分類があると解釈

14
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25

☆３類型を地図上で表記
赤色：「授業向上志向タイプ」
青色「経営向上志向タイプ」
緑色：「自立志向タイプ」

※マッピングは「白地図ぬりぬり」（http://www.freemap.jp/）を使用（一部合併前の市町が掲載されている） 26

（４）自由記述分析
１．人材養成の課題

経営重視志向タイプ

・幅広い視野に立って、柔軟に対応できる指導力、同僚性、マネジメント力、地域との連携
を円滑に行うコミュニケーション力を持つ教員が求められる。
・42〜43歳がきわめて少ないため、管理職としてどう育てていくか。
・管理職の退職を控えて、今日的な状況を分析できる視野を持った管理職候補がほしい。
・学校現場を知っている教員が教育委員会事務方に入らないとうまくいかない。
・指導主事を配置しているが事務作業が多く学校への指導が時間的に難しい。
・今後、学校内外で核となるべき年齢層の一層の力量向上が必要。
・教員の年齢構成が高く、50代教員の大量交代期の中、管理職や中堅教員及び若手教員
の人材育成は急務であるが、小規模校ゆえに複数の出張や長期間の研修は学校運営に
支障をきたし、無理な場合が多い。
・教員の多忙化により、本人が希望しても、研修の機会を得ることが困難なため、教員の
資質向上体制が十分といえない。また、市教委単独では、指導主事の人数も少なく、研修
会を充実させることも難しい現状である。

授業向上志向タイプ

・経験年数の浅い教員や臨時的任用教員にも即戦力が求められており、指導力向上が必
要。
・ベテランの技術をどう若手に伝えていくかが課題。
・退職教員が増える中で、授業力や学校経営力を20代後半〜30代前半の若手教員が40
代前半になるまでに力量が発揮できるような早期の育成。
・臨時講師の研修機会が少ない。
・教員を研修に出したいが校長が人材減ることをデメリットに感じてストップをかける。
・授業力が高い教員を求めている。子どもの強い思いを理解し子どもの目を輝かせる力が
ほしい。
・40歳代前後の教員が少ないので、30歳台の若手教員に生徒指導・研修等の重要なポス
トを任せなければならない。
・同じ教科の教員が1人しかいない学校がほとんどで教科研修がしにくい。特に技能教科は
免外が多くなり、大きな課題。

自立志向タイプ

・町内出身で在住、または住居を構えた教員が少なく、30歳以上45歳未満の人は6人しか
いない。地元出身にこだわるわけではないが、将来的に地元出身の管理職が足りない。
・40代、50代教員が各学校で50％を超える割合を占めている。今後は若手が学校の中で
占める割合が高まっていく。自分から先輩教員に質問をしたり、相談したりしながら仕事を
すすめられる人材が必要となってきます。
・地域の実情把握に基づく地域特性の理解が大切であり、教員にまちづくりに参加させた
他県の取り組みを参考にしたい。

27

２．派遣研修のあり方の意見

類型 主な意見

経営重視志向タイプ

・派遣目的に中核的中堅教員を育成することと明示されている以上、派遣研修
による学びが、その後の学校経営への参画や自校の教職員に対して良い影響
を与える機会に発展させたい。
・教職大学院卒業後、現場復帰したあとに課題が出てきたときのフォローアップ。
・研究の仕方が、半分現場で半分研究というような難しい部分がある。預けるの
だから、大学でも厳しくやって欲しい。駄目なら返すくらいの鍛え方でも良い。
・研修個人が学んだことを学校や地区に還元し、取り組みを広げていく手立て
になるよう十分に研修させていただきたい。
・リーダーとしてのマネジメントの力を高めてほしい。
・大学院における現職教員の再教育（２年間）、免許更新講習、各種リーダー養
成は、時代の流れであり、研修の高度化を含めニーズは一層高くなるように思
われる。問題は、学校現場あっての研修であるので、現場を第一にし、かつ総
合教育センターとの連携・共同研修も同時に強化したい。
・現場が困っていることを解決するようなプログラムや方法を研究させる。

授業向上志向タイプ

・夏休み中に短期講座があると良い。
・50代にどうモチベーションを持たせていくかが課題であるため、教職大学院へ
派遣できる年齢をもう少し上でも良いのではないか。
・管理職だけでなく授業のエキスパートとしても「中間層」に期待したい。
・自分だけの学びにならず、人のために教育界のためにという使命感を持ち、
「後輩を育てる」「後輩に伝える」という点を意識してほしい。
・本人のキャリアアップをはかりたいが、２年間で力をつけて帰ってこられるの
かやや懸念。現場の課題が大学へ行くことで机上での課題になってしまう。
・2年ではなく1年にしてほしい。1ヶ月の長研の形で研修ができれば、学校への
負担も少なくてすむのでは。
・長期休業等を利用するなど、現場を離れずに（2年間学校を離れない形で）で
きる研修の機会が欲しい。

自立志向タイプ

・教師の指導によって子どもたちが「授業大好き」になるよう教員の資質向上を
図ってほしい。理論を基に、現場で活かせる授業のあり方を追求して欲しい。
・派遣研修を行うことで学校にもそのよさが反映されていく研修を望みます。
・10年研未経験者も送れるようにしてほしい。

28

３．大学との連携のあり方の意見

類型 主な意見

経営重視志向タイプ

・人事と（学習）指導を一体的に総合的に支援していく必要がある。
大学院にいってから勉強するのではなく、課題をもったときに大学の講座などでヒントをも
らえるようなものが将来的に出てくるとありがたい。
・教職大学院から学校現場への派遣研修では、現場のニーズは高くても地域的に遠隔地
にあることが不利にならないか心配である。
・町の幼稚園教諭の研修機会がほとんどないので、大学に補ってもらいたい。
・「学校の研修をどう回すか」という研修内容や視点がほしい。また、そのような現場の
ニーズを聞いてくれるようなセンターのところがあるとよい。
・個人レベルでの協働だけではなく、教育委員会がこれについてサポートしていく形式が良
いのでは。

授業向上志向タイプ

・大学がアドバイザー的立場で教員を支援してくれる仕組みや些細なことでも気軽に相談
できる態勢があると、それらを生かして互いに向上できる恊働関係が構築できると思って
います。
・学校から大学へのリクエストばかりではなく、大学からも積極的に学校現場と関わる機会
を組織的に持ってほしい。
・小・中・高・大の人事交流も含めたあり方も考えるときに来ているように思う。
・放課後等を使い研修や出前講座等を実施していただきたい。
・「学校現場のニーズ」と「大学の支援内容・体制」相互の情報交換の場をほしい。
・学校支援ボランティア等を通じて大学と小学校の相互の力量アップがはかれればよい。

自立志向タイプ

・大学からアンケート調査依頼が増えています。ぜひ学校へ行き、現場の生の姿から研究
を進めていただきたい。
・学校現場の実態をつかんだ上で、大学の研究を進めてほしい。
・大学はその研究の成果を、学校現場に還元してほしい。
・近くに大学がないため講師を探してもいない。

29

４．本研究の成果・課題・展望
成果
I. 経営リーダーと教育リーダーと
いう、教職大学院への相互に独
立したニーズが確認された。

II. 大学と教委との連携には温度
差があり、自治体は大学との連
携を手探りしている状況

課題
a. 連携の志向性とフェーズに応
じた関係構築

b. 教職大学院の制度設計と現
場ニーズとのすりあわせ

c. 教員養成高度化を支えるス
テークホルダーの調整

方策： ①学校内外の研修等成長機会、②教職大学院の拡大・改善・
活用、③教員評価等自律的成長の支援、（④人事）

推進主体：①県教委・各市町村教委、②各大学、③各首長、（④校長会）

これらの再組織化への道筋を
地域に応じたかたちでデザインすることができるか？

教員養成・研修の高度化を支える

諸方策と各推進主体の地域に応じた再組織化

ご静聴ありがとうございましたご静聴ありがとうございました。
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